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は じ め に 

 
 

現行の地方公共団体の会計は、「現金主義・単式簿記」方式を採用しており、１年間にどのよ 

うな収入があり、その収入を何にいくら使ったのかを明らかにすることを目的としています。 

しかしながら、このやり方では、市がどれだけの資産を持ち、どれくらいの負債（借金）があ 

るのかといった情報を把握することができません。 

そこで、国は、①資産・債務の適切な管理、②財務情報のわかりやすい開示などを目的に「新 

地方公会計制度改革」として、「発生主義・複式簿記」による企業的手法を用いた財務書類を作 

成し、公表することを地方公共団体に要請しました。 

これにより、「現金主義・単式簿記」方式では見えなかった資産・負債などのストック情報や 

減価償却費などの見えにくいコストも把握することができます。 

また、地方公共団体は、広域連合や一部事務組合、第３セクターなどと連携協力して行政サー 

ビスを実施しており、この「新地方公会計制度」により作成した財務書類を連結させることによ 

り、地方公共団体を中心とする行政サービス提供主体の財務状況を一体的に把握することもでき 

ます。 

言うまでもなく地方公共団体は、住民から徴収した税金をもとに行政活動を行っており、地方 

公共団体にはその税金をどのように使ったのか、住民に対する説明責任があります。 

この「新地方公会計制度」による財務書類を公表することによって、その説明責任を適切に果 

たすとともに財政の透明性を高めることにも繋がります。 

さらに、これらの財務書類を分析することにより、これからの財政運営に役立て、財政の効率 

化・適正化を図る効果も見込まれます。 

八幡市でもこのような動きに合わせて、平成２２年度決算に基づき財務書類を作成しました。 

今後も分かりやすい財政状況の公表を行い、健全な財政運営に努めてまいります。 
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Ⅰ 新地方公会計制度による財務書類 

 

１ ２つのモデル 

「新地方公会計制度」では、国から「基準モデル」と「総務省方式改訂モデル」の２つのモデ

ルが示されました。 

基準モデルが、原則として現存するすべての固定資産を公正価値により評価した上で固定資産

台帳を整備して作成するのに対し、総務省方式改訂モデルは、段階的に固定資産台帳を整備する

ことが認められています。 

 京都府においては平成１９年度から平成２０年度の２カ年にわたり「京都府公会計の整備に係

る研究会」が設置され、検討を重ねてきました。同研究会では総務省方式改訂モデルが採用され

たため、八幡市も総務省方式改訂モデルを活用して整備に取り組みました。 

 

２ ４つの財務書類 

新地方公会計制度の財務書類は、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収

支計算書の４表から構成されます。 

 

（１）貸借対照表 

市の決算書が、１年間の収支を表したものであるのに対し、貸借対照表は会計年度末時点で、

住民サービスを提供するために所有する資産（土地・建物・基金など）がどれだけあり、その資

産を形成するために今までどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたのかを表す財務書類で

す。 

左側に「資産」、右側に「負債」と資産と負債の差額である「純資産」が記載され、左右が必

ず一致することからバランスシートとも呼ばれます。 

 

○貸借対照表 
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（２）行政コスト計算書 

１年間に提供された行政サービスにどのくらいのコストが掛かったのかを計算したもので、企

業などの損益計算書に該当します。人に係るコスト（職員給など）や物に係るコスト（光熱水費、

修繕料など）など資産形成に結びつかない行政コストから、その行政サービス提供による使用料

や手数料などの収入を差し引いたものが純粋な行政コスト（純経常行政コスト）となります。 

 

（３） 純資産変動計算書 

貸借対照表上の「純資産（資産から負債を差し引いたもの）」が、１年間でどのように変動し

たのかを示すものです。 

 

（４）資金収支計算書 

１年間の地方公共団体の資金（現金）の流れを性質の異なる３つの活動にわけて示すものです。 

市がどのような活動にどのような資金を必要としているかがわかります。 

 

３ 財務書類４表の関係 

財務書類は４つの表から構成されていますが、４表の関係を示したのが下記の図です。財務書

類４表は、それぞれが結びついていますので、それぞれの数値が影響を及ぼし合います。 

 

○財務書類４表の相関図 
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Ⅱ 平成２２年度財務書類の分析 

 

八幡市では、普通会計で行っている事業のほかにも、国民健康保険や水道・下水道事業など、

市民と密接な関わりをもつ様々な事業を行っています。 

また、これらの市自ら行う事業とは別に、第三セクターや広域連合など市が出資している団体

や継続的な財政支出を行っている団体が行う事業もあり、普通会計のみを対象とした財務書類だ

けでは、市を中心とする行政サービス体の財務状況を一体的に把握することは困難です。 

そこで、普通会計による財務書類と併せて、市全体の総合的な財務状態をより的確に把握する

ために、特別会計や公営企業会計及び第三セクターや広域連合などの外郭団体まで含めた連結財

務書類の２通りの財務書類を作成しました。 

 

１ 財務書類作成の範囲 

八幡市の連結対象範囲は下記のとおりです。 

市　全　体

普通会計 一部事務組合・広域連合
　・一般会計 　・城南衛生管理組合
　・休日応急診療所特別会計 　・京都府後期高齢者医療広域連合

　・澱川右岸水防事務組合
　・京都地方税機構

　・駐車場特別会計 　・京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合
　・老人医療特別会計 　・京都府自治会館管理組合
　・国民健康保険特別会計
　・介護保険特別会計
　・後期高齢者医療特別会計 その他
　・水道事業会計 　・城南土地開発公社
　・下水道事業会計 　・財団法人八幡市公園施設事業団

　・財団法人やわた市民文化事業団

連　結

※淀川・木津川水防事務組合については経費負担割合が僅少であるため、連結の範囲に含めてい

ません。 
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２ 財務書類の分析 

 

（１）資産形成度分析 

貸借対照表は、資産の部において地方公共団体の保有する資産のストック情報を一覧表示して

おり、これを有形固定資産の行政目的別割合や歳入額対資産比率などの指標を用いてさらに分析

することにより、「将来世代に残る資産はどれくらいあるのか」という新たな情報を提供するも

のです。 

 

① 資産額の経年比較 
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② 住民一人当たり資産額の経年比較 
 

   
  ※平均的な値 １，０００千円～３，０００千円 
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住民一人当たり資産額 ＝ 資産合計／住民基本台帳人口
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③ 有形固定資産の行政目的別割合の経年比較 

（単位：百万円、％）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
生活インフラ・国土保全 47,877 58.7 47,530 58.4 47,147 57.4
教育 22,059 27.0 22,740 27.9 23,703 28.9
福祉 2,206 2.7 2,129 2.6 2,277 2.8
環境衛生 619 0.8 595 0.7 580 0.7
産業振興 1,683 2.1 1,559 1.9 1,461 1.8
消防 1,821 2.2 1,805 2.2 1,848 2.3
総務 5,315 6.5 5,099 6.3 5,047 6.1
有形固定資産合計 81,580 100.0 81,457 100.0 82,063 100.0

平成22年度平成20年度 平成21年度

行政目的別有形固定資産の内訳
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④ 歳入額対資産比率の経年比較 

当年度の歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、これまでに形成されたストック

としての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の度合いを測るこ

とができます。 

 
 

   

  ※平均的な値 ３．０～７．０ 

歳入額対資産比率 ＝ 資産合計／歳入総額
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⑤ 資産老朽化比率の経年比較 

有形固定資産のうち、償却資産の取得価格に対する減価償却累計額の割合を計算することによ

り、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握することがで

きます。 
 
 

   

  ※平均的な値 ３５％～５０％ 
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資産老朽化比率 ＝ 減価償却累計額／（有形固定資産－土地＋減価償却累計額）
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（２）世代間公平性分析 

貸借対照表上の資産、負債、純資産を対比し、純資産比率や社会資本等形成の世代間負担比率

（将来世代負担比率）などの指標を用いて分析することにより、「将来世代と現世代との負担の

分担は適切か」といった情報を明らかにします。 

 

① 純資産比率の経年比較 

地方公共団体は、地方債の発行を通じて、将来世代と現世代の負担の配分を行います。 

したがって、純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合が変動されたことを意味し

ます。例えば、純資産の減少は、現世代が将来世代にとっても利用可能であった資源を費消して

便益を享受する一方で、将来世代に負担が先送りされたことを意味し、逆に、純資産の増加は、

現世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したものといえます。 
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② 将来世代負担比率の経年比較 

社会資本等について将来の償還等が必要な負債による形成割合（公共資産等形成充当負債の割

合）をみることにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担の比重を把握することができます。 
 
 

   

  ※平均的な値 １５％～４０％ 

 

純資産比率 ＝ 純資産総額／資産総額

将来世代負担比率 ＝（地方債残高＋未払金）／（公共資産＋投資等） 
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（３）持続可能性分析 

 貸借対照表では住民一人当たり負債額を、資金収支計算書では基礎的財政収支などの指標を分

析することにより、「財政に持続可能性があるのか（どれくらい借金があるのか）」といった情

報を明らかにします。 

 

① 負債額の経年比較 
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② 住民一人当たり負債額の経年比較 
 
 

   

  ※平均的な値 ３００千円～１，０００千円 

住民一人当たり負債額 ＝ 負債総額／住民基本台帳人口
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③ 基礎的財政収支（プライマリーバランス）の経年比較 

公債の元利償還額を除いた歳出と、公債発行収入を除いた歳入のバランスをみるもので、プラ

イマリーバランスが均衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限り経済規模に

対する地方債の比率は増加せず、持続可能な財政運営であるといえます。 
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基礎的財政収支 ＝ 収入総額－地方債発行額－財政調整基金等取崩額－  
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（４）効率性分析 

 行政コスト計算書において、住民一人当たり行政コストや行政コスト対公共資産比率などの指

標を分析することによって、「行政サービスは効率的に提供されているか」といった情報を明ら

かにします。 

 

① 住民一人当たり行政コストの経年比較 
 
 

   

  ※平均的な値 ２００千円～５００千円 
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② 性質別行政コストの経年比較 

 

（単位：百万円、％）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
人にかかるコスト 6,094 32.1 6,072 29.2 5,809 27.7
物にかかるコスト 3,537 18.7 3,953 19.0 4,088 19.5
移転支出的なコスト 8,845 46.7 10,364 49.9 10,739 51.1
その他のコスト 475 2.5 382 1.9 358 1.7

合　　計 18,951 100.0 20,771 100.0 20,994 100.0

平成22年度平成20年度 平成21年度

性質別行政コスト

 

 

住民一人当たり行政コスト ＝ 純経常行政コスト／住民基本台帳人口  
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19.5%

移転支出的な

コスト
51.1%

その他のコスト

1.7%

平成２２年度性質別行政コスト

 

 

③ 住民一人当たり人件費・物件費等の経年比較 
 

   

 

131

137

135

130

131

132

133

134

135

136

137

138

139

140

平成20年度 平成21年度 平成22年度

住民一人当たり人件費・物件費等
千円

 

住民一人当たり人件費・物件費等 ＝ 人件費・物件費等／住民基本台帳人口  
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④ 行政目的別行政コストの経年比較 

（単位：百万円、％）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
生活インフラ・国土保全 2,181 11.5 2,133 10.3 2,230 10.6
教育 2,322 12.3 2,585 12.5 2,329 11.1
福祉 8,465 44.7 8,916 42.9 10,247 48.8
環境衛生 1,723 9.1 1,878 9.0 1,810 8.6
産業振興 404 2.1 457 2.2 500 2.4
消防 874 4.6 876 4.2 845 4.0
総務 2,262 11.9 3,303 15.9 2,432 11.6
その他 720 3.8 623 3.0 601 2.9

合　　計 18,951 100.0 20,771 100.0 20,994 100.0

平成22年度平成20年度 平成21年度

行政目的別行政コスト

 
 

2,181 2,133 2,230

2,322 2,585 2,329

8,465 8,916 10,247

1,723
1,878

1,810

404
457

500874

876 845

2,262
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2,432720 623

601

0
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15,000
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行政目的別行政コスト

その他 総務 消防 産業振興 環境衛生 福祉 教育 生活インフラ・国土保全

18,951

20,771

百万円

20,994

 
 

生活インフラ・

国土保全
10.6%

教育

11.1%

福祉

48.8%

環境衛生

8.6%

産業振興

2.4%

消防

4.0%
総務

11.6%

その他

2.9%

平成２２年度行政目的別行政コスト
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⑤ 行政コスト対公共資産比率の経年比較 

行政コストの公共資産に対する比率をみることで、どれだけの資産でどれだけの行政サービス

を提供しているか(資産が効率的に活用されているか)を分析することができます。 
 
 

   

  ※平均的な値 １０％～３０％ 

 

23.2%

25.4% 25.5％

20.0%

21.0%

22.0%

23.0%

24.0%

25.0%

26.0%

27.0%

28.0%

29.0%

30.0%

平成20年度 平成21年度 平成22年度

行政コスト対公共資産比率

 

 

（５）弾力性分析 

 純資産変動計算書において、地方公共団体の資産形成を伴わない経常的な行政活動に係る純経

常行政コストに対して地方税、地方交付税などの当該年度の一般財源等がどれだけ充当されてい

るか（行政コスト対税収等比率）を分析することによって、「資産形成を行う余裕はどのくらい

あるか」といった情報を明らかにします。 

 

① 行政コスト対税収等比率の経年比較 

税収などの一般財源等に対する純経常行政コストの比率をみることによって、当該年度の税収

等のうち、どれだけが資産形成の伴わない純経常行政コストに費消されたのかが分かります。こ

の比率が100％に近づくほど資産形成の余裕度が低いといえ、さらに100％を上回ると、過去から

蓄積した資産が取り崩されたことを表します。 
 
 

  

 ※平均的な値 ９０％～１１０％ 

行政コスト対公共資産比率 ＝ 経常行政コスト／公共資産 

行政コスト対税収等比率 ＝ 純経常行政コスト／税収等
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（６）自律性分析 

行政コスト計算書において使用料・手数料などの受益者負担の割合を分析することによって「歳

入はどれくらい税金等でまかなわれているか（受益者負担の水準はどうなっているか）」といっ

た情報を明らかにします。 

 

① 受益者負担割合の経年比較 

 行政コスト計算書の「経常収益」は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金

額ですので、これを「経常行政コスト」と比較することにより、行政サービスの提供に対する受

益者負担の割合を算出することができます。 
 
 

   

  ※平均的な値 ２％～８％ 

722 709 743

18,951
20,771 20,994
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受益者負担割合 ＝ 経常収益／経常行政コスト
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３ 分析総括 

 ここまで６つの視点から行ってきた分析を総括すると、ほとんどの指標で平均的な値の範囲内

となっておりますが、基礎的財政収支（プライマリーバランス）については、本来は地方交付税

として賄われるべき財源を臨時財政対策債の発行によって賄っているために、悪化しております。 

また、資産老朽化比率については平成２１年度が５０．５％であったのに対して平成２２年度

は５１．３％と０．８ポイント増となっており、平均的な値（３５％～５０％）も上回っている

ため、有形固定資産の老朽化が年々進んでいることが分かります。今後は既存公共施設の耐震化・

老朽化対策を行うための経費を増額していく必要があります。 
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Ⅲ 用語の解説 

 
１ 貸借対照表 

【有形固定資産】 

行政サービスを提供するために有している資産のことです。生活インフラ、教育、福祉などの

行政目的別に分類して表示しています。 

【売却可能資産】 

公有資産のうち、基準日時点で行政サービスの提供に活用されていない資産の売却可能金額で

す。 

【投資及び出資金】 

公営企業会計への出資金や、民間企業の株式や債券並びに財団法人への出えん金などです。 

【未収金】 

市税や貸付金・使用料等の収入未済額のうち、過去１年以内に発生した金額です。 

【回収不能見込額】 

市税や貸付金・使用料等の収入未済額のうち、時効等により将来回収不能と見込まれる金額の

ことです。過去の不能欠損の実績から算定しています。 

【退職手当引当金】 

将来発生するであろう退職手当見込額を負債計上したものです。特別職を含む全職員が年度末

に普通退職したと仮定して算定しています。翌年度支払予定のものは、流動負債の「翌年度支払 

予定退職手当」に計上しています。 

【賞与引当金】 

将来発生するであろう期末勤勉手当見込額を負債計上したものです。翌年度6月支給分の支給対

象期間の12月から翌年5月までのうち、12月～翌年3月までの4カ月分を算定しています。 

 

２ 行政コスト計算書 

【移転支出的なコスト】 

 補助金など、他の主体に移転して効果が出る経費及び社会保障、他会計・他団体への支出額で

す。 

【経常収益】 

行政サービスを直接的に受けた者が、その対価として負担した額（受益者負担額）を計上して

います。使用料・手数料、分担金・負担金・寄付金（連結会計においては保険料・事業収益等）

が該当します。 

 

３ 純資産変動計算書 

【純経常行政コスト】 

行政コスト計算書により算定される、経常行政コストから経常収益（受益者負担額）を控除し

たものです。 
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【臨時損益】 

経常的でない特別な事由に基づく損益。具体的には、公共資産の売却に伴う公共資産計上額と

売却額との差額、第三セクター等に対する出資金の減資、第三セクター等に対する債務保証又は

損失補償の履行決定、勧奨退職による多額の割増退職金の支払いなどです。 

【資産評価替変動額】 

資産の時価評価に伴う価値の増減を計上しています。 

 

４ 資金収支計算書 

【経常的収支の部】 

市政運営のために、毎年度継続的に収入、支出されるものを表しています。 

【公共資産整備収支の部】 

道路や学校、公園など主に貸借対照表の有形固定資産形成のための支出及び財源を表していま

す。 

【投資・財務的収支の部】 

地方債の元金償還額や貸付金、公営企業や出資法人への出資金などの経費及び財源を表してい

ます。 
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Ⅳ 付属資料（平成２２年度財務書類） 

１ 普通会計財務書類 

 

普通会計貸借対照表

資産の部 金額 負債の部 金額
１．公共資産 82,222,756 １．固定負債 24,773,628
　・有形固定資産 82,062,621 　・地方債 18,816,820
　・売却可能資産 160,135 　・長期未払金 34,994

　・退職手当引当金 5,921,814
２．投資等 3,770,320 　・損失補償等引当金 0
　・投資及び出資金 89,528
　・貸付金 24,974 ２．流動負債 2,683,626
　・基金等 3,117,904 　・翌年度償還予定地方債 1,764,858
　・長期延滞債権 830,147 　・短期借入金 0
　・回収不能見込額 △ 292,233 　・未払金 32,199

　・翌年度支払予定退職手当 607,631
３．流動資産 2,374,291 　・賞与引当金 278,938
　・現金預金 2,243,846
　（内歳計現金） (496,437) 負債合計 27,457,254
　・未収金 216,074 純資産の部
　・回収不能見込額 △ 85,629

資産合計 88,367,367 負債・純資産合計 88,367,367

（単位：千円）

純資産合計 60,910,113

※平成22年度における地方債の交付税算入額　1,307,145千円  

普通会計行政コスト計算書

性質別　経常行政コスト（Ａ） 金額 構成比
１．人にかかるコスト 5,809,036 27.7%
２．物にかかるコスト 4,087,425 19.5%
３．移転支出的なコスト 10,739,295 51.1%
４．その他のコスト 358,360 1.7%
経常行政コスト合計

行政目的別　経常行政コスト 金額 構成比
１．生活インフラ・国土保全 2,230,262 10.6%
２．教　　育 2,329,094 11.1%
３．福　　祉 10,246,696 48.8%
４．環境衛生 1,809,749 8.6%
５．産業振興 500,420 2.4%
６．消　　防 845,023 4.0%
７．総　　務 2,431,797 11.6%
８．議　　会 242,715 1.2%
９．そ の 他 358,360 1.7%
経常行政コスト合計

経常収益（Ｂ）
１．使用料・手数料
２．分担金・負担金・寄附金
経常収益合計

　純経常行政コスト（Ａ－Ｂ） 20,250,855

20,994,116

257,106
743,261

（単位：千円）

金額
486,155

20,994,116
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普通会計純資産変動計算書

金額
60,326,074

△ 20,250,855

9,398,965
3,976,815
1,381,078
6,081,383

2,682
△ 6,029

0
0

60,910,113

　・その他行政コスト充当財源
補助金等受入
臨時損益

　・地方税
　・地方交付税

資産評価替えによる変動額

その他
期末純資産残高

無償受贈資産受入

（単位：千円）
項　　目

純経常行政コスト
一般財源

期首純資産残高

 

 

普通会計資金収支計算書

金額
4,419,490
18,770,183
23,189,673
△ 628,364
2,535,083
1,906,719

△ 3,740,013
3,945,786
205,773

51,113
445,324
496,437

基礎的財政収支に関する情報

収入総額 25,302,165 千円
地方債発行額 △ 3,193,900 千円
財政調整基金等取崩額 △ 89,638 千円
支出総額 △ 25,251,052 千円
地方債元利償還額 2,203,585 千円
財政調整基金等積立額 404,434 千円

基礎的財政収支 △ 624,406 千円

区　　分
（単位：千円）

１．経常的収支の部
・人件費、物件費、社会保障給付等による支出
・地方税、地方交付税、国府補助金による収入
２．公共資産整備収支の部

期首歳計現金残高
期末歳計現金残高

・公共資産の取得等による支出
・国府補助金、地方債発行等による収入
３．投資・財務的収支の部
・地方債償還、貸付金、基金積立等による支出
・貸付金回収、公共資産売却等による収入

当年度歳計現金増減額
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２ 連結財務書類 

 

連結貸借対照表

資産の部 金額 負債の部 金額
１．公共資産 121,679,592 １．固定負債 37,680,534
　・有形固定資産 118,400,993 　・地方債 30,654,666
　・無形固定資産 3,099,166 　・長期未払金 51,031
　・売却可能資産 179,433 　・退職手当引当金 6,527,450

　・その他引当金 437,387
２．投資等 5,819,968 　・その他 10,000
　・投資及び出資金 57,642
　・貸付金 208,812 ２．流動負債 4,871,579
　・基金等 4,159,355 　・翌年度償還予定地方債 2,584,543
　・長期延滞債権 2,253,197 　・短期借入金 838,754
　・その他 84,236 　・未払金 454,390
　・回収不能見込額 △ 943,274 　・翌年度支払予定退職手当 650,849

　・賞与引当金 312,539
３．流動資産 5,146,864 　・その他 30,504
　・資金 4,274,827
　・未収金 1,101,430
　・その他 4,582
　・回収不能見込額 △ 233,975 負債合計 42,552,113

純資産の部
４．繰延勘定 6,513

資産合計 132,652,937 負債・純資産合計 132,652,937
※下水道事業会計の地方公営企業法の一部適用により、無償受贈資産 5,573,003千円と無
　形固定資産 3,098,399千円が新規計上となった為、公共資産の額が大幅に増加しました。

純資産合計 90,100,824

（単位：千円）
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連結行政コスト計算書

性質別　経常行政コスト（Ａ） 金額 構成比
１．人にかかるコスト 6,650,153 16.9%
２．物にかかるコスト 6,891,580 17.5%
３．移転支出的なコスト 24,426,484 62.0%
４．その他のコスト 1,412,246 3.6%
経常行政コスト合計

行政目的別　経常行政コスト 金額 構成比
１．生活インフラ・国土保全 2,621,503 6.7%
２．教　　育 2,329,094 5.9%
３．福　　祉 26,417,986 67.1%
４．環境衛生 2,845,678 7.2%
５．産業振興 494,120 1.3%
６．消　　防 840,942 2.1%
７．総　　務 2,584,271 6.6%
８．議　　会 243,362 0.6%
９．そ の 他 1,003,507 2.5%
経常行政コスト合計

経常収益（Ｂ）
１．使用料・手数料
２．分担金・負担金・寄附金
３．保険料
４．事業収益
５．その他特定行政サービス収入
経常収益合計

（単位：千円）

39,380,463

39,380,463

　純経常行政コスト（Ａ－Ｂ） 26,140,917

3,155,913
2,304,872

39,228

金額
645,085

7,094,448

13,239,546

 

 

連結純資産変動計算書

金額
79,912,735

△ 26,140,917

9,398,965
3,976,815
1,367,194
12,663,584

2,682
△ 6,297
5,948,488
2,977,575

90,100,824

純経常行政コスト
一般財源

資産評価替えによる変動額

補助金等受入

　・地方税
　・地方交付税

臨時損益

※下水道事業会計の地方公営企業法の一部適用に
より、期首残高の振替等を行ったため、その他が
大幅に増加しました。

無償受贈資産受入
その他
期末純資産残高

（単位：千円）
項　　目

期首純資産残高

　・その他行政コスト充当財源
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連結資金収支計算書

金額
4,673,293
36,936,826
41,610,119
△ 607,510
2,800,872
2,193,362

△ 3,594,428
4,213,824
619,396

115,261
586,616

3,685,029
3,182

4,274,827期末資金残高

・公共資産の取得等による支出
・国府補助金、地方債発行等による収入
３．投資・財務的収支の部
・地方債償還、貸付金、基金積立等による支出
・貸付金回収、公共資産売却等による収入

当年度資金増減額
翌年度繰上充用金増減額

経費負担割合変更に伴う差額

・地方税、地方交付税、国府補助金による収入
２．公共資産整備収支の部

期首資金残高

（単位：千円）
区　　分

１．経常的収支の部
・人件費、物件費、社会保障給付等による支出

 

 


